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Abstract: We proposed the tidal power generation system     

using the doubly fed induction generator. In this study, the 

tidal power generation system was operated with constant 

turbine output control with a constant stator current. This 

paper showed the annual capacity factor for the gear ratio and 

the rated capacity of the generator. 

 

現在日本では，大規模発電方式の課題から再生可能

エネルギーが注目されている．そこで我々は，再生可

能エネルギーの一種である潮流エネルギーを用いた潮

流発電に着目した[1]．潮流発電とは，潮流の運動エネル

ギーを電気エネルギーに変換する発電方式である．

我々はこれまでに，二重給電誘導発電機(DFIG)を用い

た潮流発電システムを提案し[2]，本研究では発電機が

定格範囲内で，年間設備利用率が最大となる増速比及

び発電機の定格容量を求めることを目的としている． 

先行研究では，水車出力(𝑃𝑇𝑜)一定制御で運転する潮

流発電において発電機の一次電流を一定とし，一次電

流の一定値に対する，年間発電電力量について検討を

行った[3]．𝑃𝑇𝑜一定制御は，発電機の定格容量を低減し，

年間設備利用率を高めるために用いている． 

今回は，𝑃𝑇𝑜一定制御において発電機の一次電流を一

定とし，増速比および発電機の定格容量に対する年間

設備利用率について検討を行う． 

DFIG を用いた潮流発電システムを Figure 1 に示す．

ただし，𝑃𝑇𝑜：水車出力，𝜔𝑇：水車回転角速度，𝑎：増

速比，𝑆𝐵：発電機の定格容量，𝑃𝐺𝑖：発電機入力，𝜔𝐺：

発電機回転角速度，𝑃1：一次有効電力，𝑃2：二次有効

電力， 𝑃3：システムの発電電力である． 

𝑃𝑇𝑜一定制御における水車出力特性を Figure 2 に示

す．流速𝑣𝑛は，発電機の電流または電圧が定格に達し

たときの流速である．𝑃𝑇𝑜一定制御とは，各流速𝑣にお

いて，𝑣𝑛までは𝑃𝑇𝑜が最大となる𝜔𝑇に制御を行う最大

出力点追従(MPPT)制御で運転を行い，𝑣𝑛~𝑣𝑚の流速範

囲では，𝑃𝑇𝑜を一定とする動作点に𝜔𝑇を制御する方式

である．その場合，𝑃𝑇𝑜一定制御は，流速𝑣𝑛における最

大水車出力を示す回転速度に対して低回転速度側と高

回転速度側に制御する 2 つの方法がある． 

 

Figure 1. Tidal power generation system 

 

Figure 2. Characteristics of turbine output 

増速比𝑎及び発電機の定格容量𝑆𝐵に対する年間設備

利用率𝐶𝐹を求める際に用いる式を(1)式に示す． 

𝐶𝐹(𝑎, 𝑆𝐵) =
𝑊(𝑎, 𝑆𝐵)

𝑇 ∙ 𝑆𝐵 ∙ cos𝜃𝑛
× 100            (1) 

ただし，𝑊：年間発電電力量，𝑇：年間時間，cos𝜃𝑛：

一次電流が定格となる際の力率である．  
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